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資 料 H 健康被害の公的救済制度における給付の状況  

資 料 王 献血者の健康被害の態様別発生件数と入通院日数の状況（平成15  

年度）  

資 料 J 骨髄バンク団体傷害保険の概要  

資 料 K 献血者事故見舞金贈呈内規  

参考資料1安全な血液製剤の安定供給の確保に関する法律（血液法）  

参考資料2 同法施行規則  

参考資料3 損害保険の種類について   
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第4回懇談会の議論のポイント  

健康被害の救済の理念、責任等について   

○ 救済の理念をきちんと組み立てて、枠組みをつくっていただきたい。国会で議論された   

問題を真蟄に受け止め、血液法の精神に基づいて、公平性・透明性が保たれる制度をつくっ   

てほしい。  

○ 責任の主体はどこなのかということはきちんと整理しておくべき点だが、やはり本来の   

意味の責任と実際に制度を運用していくときのやりやすさ、献血者の方にとっての一番い   

いやり方というのを考えていく必要があるのではないかっ 日赤は当然、運用面ではかなり   

前面に出て対応していくということが必要だろうと思うが、国はただそれを監視するので   

はなく、制度全体を円滑に運営していく責任があるのではないか㌔  

国の関与、判定の在り方等について  

○ 献血者の健康被害は軽い方が大部分であることを考えると、国や第三者機関での判定は   

迅速性に欠ける点があると思う。そういう意味ではやりにくいので、もう少し現場で対応   

できる仕組みが望ましい。その中でどのように透明性・公平性を確保できるような仕組みと   

するかが課題。   

ただ、ある程度重症の人、因果関係がはっきりしない人などについては、判定を現場や   

保険会社に委ねられても難しい。そうした事例について公的な場で審査していただくと、   

より良い制度ができていくのではないか。  

○ 無過失責任を負わせる法的根拠はどこにあるのかということだが、献血に関しては、報   

酬を払っていないということ、本人の自発的な行為であるということ、この2つを強調す   

ると無過失責任を負わせる立法的な措置を講じてもおかしくないのではないか。  

○ 今までは医賠責保険を利用しており、保険会社の方でかなり対応してもらってきた。そ   

れがなくなって、日赤でやるということになれば、現場の負担はかなり重くなる。これ以   

上現場の負担を大きくはしたくない。  

○ 日赤の中で処理していることで、透明性、公平性が損なわれているのではないか。献血   

者の方たちが本当に安心して来られるような条件整備が大事。   

骨髄バンクの救済の在り方をお聞きしたが、やはり見舞金制度など透明性の点で疑問。   

もう少し公的な整備でできるものがないかと思う。献血者は数も多く、骨髄バンクのよう   



な丁寧なフォローは期待されないだろう。骨髄バンクとはまた少しニュアンスが違うよう  

に思うので、これはこれとして、献血については公的な枠組みをつくっていただきたい。   

日赤が将来も採血事業者としてやっていくのかどうかということも考慮して、ある程度  

国が関与した制度をきちんとつくるべきではないか，（資料Gの）4番ではある程度その  

点がカバーできる可能性があるのではないかb  

○ やはり、迅速性と透明性・公平性の争いだろう。現場としては、軽症が多いということ、   

仕事のある人や学生など忙しい献血者が多いということを考えると、迅速性はかなり重要   

なポイントではないか。そういう意味では、基本的には（資料Gの）2番か3番、可能で   

あれば3番目の折衷案が一番プラクティカルでスピードの点でもよいのではないか。  

○ 無過失責任を負わせる根拠が現行法の採血事業者の責務だけでよいのかどうかについて   

は疑問があるが、無過失責任とした上で、それに対応した保険を作って日赤が対応すると   

いうことでもいいのではないか㌔（資料Gでは）2番目に当たる。  

○ （資料Gの）第3案がいいだろう。何を困難事案にするのかという基準をしっかり決め   

て、それを第三者機関によって判定してきちんと迅速性を担保するというのがいいのでは   

ないか。  

○ 事前に困難事案とそうでないものを振り分けるのは、基準を立てておいても難しいので   

はないかっむしろ、指導監督をどのようなものとするかによるのではないかと思っており、   

少し時間が掛かるかもしれないが、全事案を報告させてオープンにすることで、スタンダ   

ードを立てていくというような要素を含む（資料Gの）2番の案がいいのではないか⊃  

○ 薬の副作用の例から考えると、下部委員会でざっと目を通し、そこで困難事案だけ選び   

出して上部委員会にあげてくるようなシステムをとることで、比較的迅速性を満たすこと   

ができるのではないカ㌔  

○ 困難事例の一つは因果関係の判定が難しいもの。もう一つは金額面、補償の程度に本人   

が納得できないもの。日赤としては、こうしたものについての不服審査的なイメージも持   

っている。その内容について国の方がどこまで可能かどうかということを議論できればよ   

い。各センターで整合性が取れていない面は現行では確かにあるが、本社でコントロール   

すれば改善されるであろうし、そうできるようにしたい。  

○ 資料Gの枠組み案に加えて特段新たなご提案はなかったので、今までの議論を踏まえた   

もう少し具体的なたたき台を事務局で作成し、次回に臨むこととしたい。  

2   



垂亘  

献血者健康被害の救済に関する主な論点（案）  

1 現行体制の問題点  

現行制度では、献血者の健康被害に対して見舞金制度で対応しているが、献  

血者への支払いが血液センターごとの判断に委ねられており、透明性、公平  

性の確保が図られているとは言えない。  

献血者の健康被害について採血事業者の過失を明らかにすることが困難な  

場合が多く、十分な救済が受けられていない現状にある。特に長期・重症者  

については、十分な補償がなされていない可能性がある。  

2 新たな救済制度の基本的な考え方  

献血者に健康被害が生じた場合は、献血者の請求に基づいて迅速かつ公正に、  

事実確認、因果関係の有無に係る判定を行い、一定の基準に該当する者に対  

しては、軽症者であれば治療費・交通費程度を支払い、長期・重症者に対し  

ても、障害年金等の給付を行う必要があるのではないか。  

3 救済の責務  

採血事業者は、直接採血行為を実施する立場にあり、健康被害の対応に当た  

っても中心的な役割を果たすべきという社会的責任を担っていることから、  

新たな制度は採血事業者を中心として設計されるべきではないか。  

国は、血液製剤に関し国内自給が確保されることとなるように必要な措置を  

講ずるよう努めることとされており、献血者が安心して献血に参加できるよ  

う、救済制度においても、判定基準の作成、判定状況の監視等一定の役割を  

果たす必要があるのではないか。  

4 救済の対象者  
過失による健康被害については、民事的手続きにより採血事業者に対して損  

害賠償請求ができることから、公的な救済制度の対象者は、事業者の過失責  

任が明らかでない場合あるいは無過失の場合に限られるのではないか。  

あるいは、採血事業者の過失・無過失を問わず、救済制度の対象とするか。  
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その場合、事業者が無過失責任を負うことを法令上明記し、我が国の民事責  

任の体系を修正することとなるが、そうした法的論拠があるか。  

5 救済給付の仕組み  

（1）申請  

被害者の給付請求の申請は、3の考え方を踏まえ、採血事業者が受理し   

て処理すべきではないか。  

（2）因果関係（蓋然性）の判定（6参照）  

（3）給付  

上記判定に基づき、申請を受け付けた採血事業者又は第三者機関が給付   

を行う。  

6 判定の在り方  

救済措置を適用するか否かは、献血と健康被害の発生の間に因果関係がある  

かどうかの判断によることとしてはどうか。  

因果関係の判定については、誰がどのように行うべきか。  

①採血事業者自ら（又はその委託を受けた保険会社、採血事業者が設置  

する第三者委員会等）が判定を行う  

※ 透明性・公平性はどのように確保するか。  

※ 採血事業者において統一的な判断を行うことができるような基準  

を国が示すことができるか。  

②国又は第三者機関が、採血事業者において判定困難な事案に限定して、  

判定を行う  

※ 限定するとすれば、どのような基準が適当か。  

③国又は第三者機関が、給付申請のあった全ての事案について、判定を  

行う。  

※ 迅速性はどのように確保するか。  

7 給付内容  

過失がない場合の救済は、損害の完全な補填ではなく、一定額を限度とした  

給付であるが、本制度においても同様の給付とするか。  
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他の行政上の救済措置の例（たとえば、医薬品副作用被害救済制度など）で  

は、給付項目として①医療費、②医療手当、③障害年金、④遺族年金及び一  

時金、⑤葬祭料などがあるが、本制度の給付内容はどのようなものとするか。  

献血者の健康被害において入院や長期通院を要する例は稀であることから、  

①給付対象を入院相当以上とした場合、多くの事案が給付対象外になること、  

②他の行政上の救済制度と同様の水準で医療手当を支給すると払いすぎに  

なる可能性があること等についても考慮する必要があるのではないか。  

8二軍車重  

・献血者の健康被害救済のための拠出金は、特別犠牲の考え方に立ち、受益者   

たる患者が負担することが適当ではないか（具体的には、採血事業者が血液   

製剤の売り上げの一定割合を救済の資金に充てる。国内献血由来製剤の製造   

業者にもー定の拠出を求めることも考えられる。）  
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